
株　主　各　位 平 成 ２２ 年 ６ 月 １１ 日  
 

（証券コード １９８０） 

大阪市西区江戸堀一丁目９番２５号 

代表取締役会長兼社長  菅 谷 　 節  

第８１回定時株主総会招集ご通知 

拝啓　ますますご清栄のこととお慶び申しあげます。 
　さて、当社第８１回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席
くださいますようご通知申しあげます。 
　なお、当日ご出席願えない場合は、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご
検討くださいまして、同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、平成 
２２年６月２８日（月曜日）午後６時までに到着するようご返送いただきたくお願
い申しあげます。 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　敬　具 

記 

１．日　　　　時 
２．場　　　　所 
３．会議の目的事項 
　　　報告事項 
 
 
 
　　　決議事項 
　　　　第１号議案 
　　　　第２号議案 
　　　 

平成２２年６月２９日（火曜日）午前１０時 
大阪市西区江戸堀一丁目９番２５号　当社本店７階大会議室 
 
１. 第８１期（平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日まで）
事業報告、連結計算書類および計算書類の内容報告の件 

２.会計監査人および監査役会の第８１期連結計算書類監査
結果報告の件 

 
剰余金処分の件 
退任取締役に対し退職慰労金贈呈並びに 
役員退職慰労金制度廃止に伴う打ち切り支給の件 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上 

（１） 

１．当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいます
　ようお願い申しあげます。 
２．事業報告、連結計算書類、計算書類および株主総会参考書類に修正が生じた場合は、インタ
　ーネット上の当社ウェブサイト（http://www.daidan.co.jp/）に掲載させていただきます。 



（２） 

事 業 報 告  
平成２１年４月１日から 
平成２２年 ３ 月３１日まで （　　　　　） 

１．企業集団の現況に関する事項 

盧 事業の経過およびその成果 

　当連結会計年度におけるわが国経済は、新興国需要など海外経済の改善や経済
対策の効果により輸出、生産が増加し、一部に景気回復の兆しが見えるものの、
依然として世界同時不況の影響は大きく、厳しい状況が続きました。 
　建設業界におきましても、企業収益の持ち直しを受け一部企業の設備投資が下
げ止まりつつあるものの、多くの企業では設備過剰感が依然高水準にあり、かつ
公共投資も引き続き低調に推移し、受注環境は厳しい状況が続きました。 
　当社グループの受注工事高は、前連結会計年度比１２.１％減（１５９億４千５百
万円減）の１,１５５億２千１百万円となりました。その部門別内訳は、電気工事 
１８.６％、空調工事６２.５％、水道衛生工事１８.９％であり、主な受注工事は、 
丸 の 内 ２丁目計画（仮称） 空調工事、 CAMPUS FOR RESEARCH 
EXCELLENCE AND TECHNOLOGICAL ENTERPRISE（ＣＲＥＡＴＥ）電気・
空調・水道衛生工事、大阪拘置所新営第１期　空調・水道衛生工事、帝京大学 
板橋キャンパス大学棟　空調工事、伊勢山田赤十字病院移転　空調工事などで 
あります。 
　完成工事高につきましては、前連結会計年度比１５.６％減（２１４億５千万円減）
の１,１６２億７千５百万円となりました。その部門別内訳は、電気工事１８.４％、
空調工事５７.７％、水道衛生工事２３.９％であり、主な完成工事は、闍島屋大阪店
新本館計画・南海ターミナルビル改修　電気・空調・水道衛生工事、ワンダー 
シティ上小田井　電気・空調工事、丸井新宿三丁目共同ビル　電気・空調工事、
富士通館林システムセンター新棟　電気・空調・水道衛生工事、沖縄科学技術
大学院大学研究棟・センター棟　空調工事などであります。 
　この結果、次期への繰越工事高は、前連結会計年度比０.９％減（７億５千４百
万円減）の８３０億５千５百万円となりました。 
　利益面につきましては、営業利益は前連結会計年度比１.２％減（３千７百万円減）
の３０億２千７百万円となりました。経常利益は前連結会計年度比１１.９％増（３
億３千１百万円増）の３１億８百万円となりました｡この結果、当期純利益は前連
結会計年度比１０１.２％増（４億５千７百万円増）の９億９百万円となりました。 
 
　なお、工事部門別の前期繰越工事高、受注工事高、完成工事高および次期繰越
工事高は次のとおりであります。 
 

（添付書類） 



盪 資金調達の状況 

（３） 

工 事 部 門  

電 気 工 事  
空 調 工 事  
水道衛生工事 

９,６２２ 
５１,１５２ 
２３,０３４ 

２１,４５０ 
７２,２２０ 
２１,８５０ 

２１,４５０ 
６７,０５７ 
２７,７６７ 

９,６２２ 
５６,３１５ 
１７,１１７ 

計  ８３,８０９ １１５,５２１ １１６,２７５ ８３,０５５ 

前期繰越工事高 受 注 工 事 高  完 成 工 事 高  次期繰越工事高 
百万円 百万円 百万円 百万円 

　当連結会計年度におきましては、増資、社債発行等による資金調達は行って
おりません。 
 

眈 対処すべき課題 
　今後の見通しにつきましては、景気が持ち直し傾向にあるものの、自律的回
復力は弱く、デフレも依然続いており、先行き不透明な状況が続くものと思わ
れます。 
　建設業界におきましても、このような不透明な状況下にあって、公共投資は
引き続き抑制され、民間設備投資の大幅な増加も期待できず、依然として厳し
い環境が続くものと思われます。 

蘯 設備投資の状況 
　当連結会計年度における設備投資（ソフトウェア含む）の総額は、７億４千万
円であります。 

受注工事高（百万円） 

完成工事高（百万円） 

経 常 利 益（百万円） 

当期純利益（百万円） 

１株当たり当期純利益（円） 

総　資　産（百万円） 

純　資　産（百万円） 

１４４,０２２ 

１５９,０４３ 

７０４ 

５２９ 

１１.７８ 

１４２,９４４ 

４５,９４５ 

１５０,１５５ 

１７３,３８３ 

４５０ 

２５１ 

５.５９ 

１０４,８３２ 

４２,６６０ 

１３１,４６７ 

１３７,７２５ 

２,７７６ 

４５１ 

１０.０８ 

１００,５７５ 

４１,２１４ 

１１５,５２１ 

１１６,２７５ 

３,１０８ 

９０９ 

２０.３４ 

９８,８７３ 

４１,８４４ 

盻 財産および損益の状況の推移 

期　別 
 

第７８期 
（平成１９年３月期） 

第７９期 
（平成２０年３月期） 

第８０期 
（平成２１年３月期） 

第８１期 
（平成２２年３月期） 区　分 



（４） 

漓  親会社との関係 
　　  該当事項はありません。 
滷  重要な子会社の状況 

会 　 社 　 名  資本金 当社の 
出資比率 主要な事業内容  

百万円 

１００ 

１００ 

電気・空調・水道衛生工事 

電気・空調・水道衛生工事 

％ 

ダイダンサービス関東株式会社 

ダイダンサービス関西株式会社 

１００ 

１００ 

会 　 社 　 名  名　　　称 所　在　地  

ダ イ ダ ン 株 式 会 社 

 

 

 

 

ダイダンサービス関東株式会社 

ダイダンサービス関西株式会社 

本 店 ・ 大 阪 本 社  

東 京 本 社  

名 古 屋 支 社  

九 州 支 社  

技 術 研 究 所  

大　阪　市 

東京都千代田区 

名 古 屋 市  

福　岡　市 

埼玉県入間郡三芳町 

東京都江東区 

大　阪　市 

眇 重要な親会社および子会社の状況 

眄 主要な事業内容 

眩 主要な事業所 

　当社グループは、電気工事、空調工事、水道衛生工事の設計、監理、施工並び
にこれらに関連する事業を行っております。 

　当社グループといたしましては、今般の急激な事業環境の変化を踏まえ、当
社の原点である顧客と現場をより一層重視した戦略・施策を講じて収益力の強
化を図り、企業価値を高めてまいります。 
　戦略・施策の遂行による収益力の強化はもちろんのこと、安全・品質への取
り組みを強化し、環境保全に寄与するとともに、コンプライアンスの徹底を図
ってまいります。これらの取組みにより、活力あるダイダンを実現するとともに、
常に新たな価値の創造に挑戦し、より良い地球環境の実現と社会の発展に貢献
してまいります。 
 



（５） 

眞 主要な借入先 

借 　 入 　 先  借 入 金 残 高  

２,３５０ 

１,６３９ 

１,６３０ 

百万円 
株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 

株式会社みずほ銀行 

株式会社三井住友銀行 

株 　 　 主 　 　 名  持　株　数 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 
有楽橋ビル株式会社 
ダイダン従業員持株会 
HSBC  BANK  PLC - MARATHON  VERTEX  JAPAN  FUND  LIMITED 
東京大元持株会 
大阪大元持株会 
株式会社みずほ銀行 
三信株式会社 
日本生命保険相互会社 
名古屋大元持株会 

２,１８１ 
１,８２６ 
１,５９５ 
１,５４８ 
１,４７４ 
１,３９４ 
１,２２２ 
１,１１８ 
１,０８９ 
１,０５５ 

 

持 株 比 率  

４.８８ 
４.０８ 
３.５７ 
３.４６ 
３.２９ 
３.１１ 
２.７３ 
２.５０ 
２.４３ 
２.３６ 

千株 ％ 

２．会社の株式に関する事項 

盧 発行可能株式総数 
盪 発行済株式の総数 
　　　（注）当事業年度中の増加はありません。 
蘯 株主数 
盻 大株主（上位10名） 

８０,０００,０００株 
４５,９６３,８０３株 

 
４,３７７名（前期比９７名減少） 

持株比率は、自己株式１,２６２,１７８株を控除して計算しております。 （注） 

眤 従業員の状況 

従　業　員　数 前 期 末 比 増 減  

１,４０２名 ３０名増 

従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社
グループへの出向者を含む就業人員であります。 

（注） 



（６） 

３．会社役員に関する事項 

盧 取締役および監査役の氏名等 

地     位  氏 　 　 名  担当および重要な兼職の状況 

菅  谷      節 
 

飯  星  次  男 

土  川      章 

大  平  哲  也 

西  内  義  充 

植  林  信  一 

河久保  弘 和 

多  島      剛 

安  藤  壽  一 

森 　 英 高  

北 野 晶 平  

藤 澤 一 郎  

櫻　木　修　一 

菅  谷      梓 

安　東　憲二郎 

内　山　富　雄 

代表取締役会長兼社長 
　兼最高経営責任者 

代表取締役副社長執行役員 

取締役 専務執行役員 

取締役 専務執行役員 

取締役 専務執行役員 

取締役 専務執行役員 

取締役 常務執行役員 

取締役 常務執行役員 

取 締 役 相 談 役  

取 締 役 執 行 役 員  

取 締 役 執 行 役 員  

取 締 役 執 行 役 員  

常 勤 監 査 役  

常 勤 監 査 役  

常 勤 監 査 役  

監 　 査 　 役  

 
 

 

中部日本地区担当兼名古屋支社長 

西日本地区担当兼大阪本社代表 

東日本地区担当兼東京本社代表 

技術本部長 

営業本部長 

業務本部長兼広報部長 

 

東京本社副代表兼営業統括 

東京本社副代表兼総務部長 

産業施設事業部長兼技術部長 

１．監査役のうち櫻木修一、内山富雄の両氏は、社外監査役であります。 
２．取締役相談役 安藤壽一は、平成２２年３月３１日をもって辞任いたしました。 

（注） 



（７） 

３．平成２２年４月１日以降の取締役の地位・担当等の異動は以下のとおりであります。 

氏 　 　 名  異 動 年 月 日  

西  内  義  充 取締役  専務執行役員 
（業務本部長） 

平成２２年 ４月１日 

新 

取締役  専務執行役員 
（東日本地区担当 
　兼東京本社代表） 

植  林  信  一 取締役  専務執行役員 
（東日本地区担当 
　兼東京本社代表） 

平成２２年 ４月１日 取締役  専務執行役員 
（技術本部長） 

多 島 　 剛  取締役  常務執行役員 
（業務本部担当 
　兼海外事業部設立準備担当） 

平成２２年 ４月１日 取締役  常務執行役員 
（業務本部長 
　兼広報部長） 

藤 澤 一 郎  取締役  執行役員 
（技術本部長） 

平成２２年 ４月１日 取締役  執行役員 
（産業施設事業部長 
　兼技術部長） 
 

旧 

盪 取締役および監査役の報酬等の総額 
取締役１２名　　５億７百万円 
監査役　４名　　５千７百万円（うち社外監査役　２名　２千４百万円） 

蘯 社外役員に関する事項 
漓  取締役　該当者はありません。 
滷  監査役 
　  主な活動状況 

区 　 　 分  

常勤監査役 

氏 　 　 名  

櫻　木　修　一 

主 な 活 動 状 況  

当事業年度開催の取締役会１５回の全て、ならびに
監査役会１４回の全てに出席し、必要に応じ、発言を
行っております。 

監　査　役 内　山　富　雄 
当事業年度開催の取締役会１５回の全て、ならびに
監査役会１４回の全てに出席し、必要に応じ、発言を
行っております。 

両氏とも、他の法人等との重要な兼職はありません。 （注） 



（８） 

４．会計監査人に関する事項 

盧 会計監査人の名称 
      あずさ監査法人 
 
盪 会計監査人の報酬等の額 
      漓 公認会計士法第２条第１項の監査業務の報酬等 
      滷 当社および当社の子会社が会計監査人に支払うべき 
　　　金銭その他の財産上の利益の合計額 
　（注） 

 
 
蘯 会計監査人の解任または不再任の決定の方針 
 

当社と会計監査人との間の監査契約においては、会社法上の監査に対する報酬等の額と
金融商品取引法上の監査に対する報酬等の額を区分しておらず、かつ、実質的にも区分
できないことから、上記漓の金額はこれらの合計額を記載しております。 

　当社では、会計監査人が会社法第３４０条第１項の解任事由に該当すると判断
したときは、監査役全員の合意に基づき、監査役会が会計監査人を解任する方
針です。 
　この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会
において、会計監査人の解任の旨および理由を報告いたします。 

７千３百万円 
 

７千４百万円 

５．会社の体制および方針 

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制そ
の他業務の適正を確保するための体制  
　当社は、コンプライアンスの徹底を図るため、取締役が法令及び定款に基づ
き職務の執行を行うとともに、業務が適正に遂行されることを確保するために、
社内規程の整備をはじめとした体制の構築を以下のとおり行います。 
　又、効率的で適法な体制とするため、適時見直しを行い、その改善を図るも
のとします。 

漓 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 
 

 

 
滷 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 
 

取締役の職務の執行に係る記録の取扱いは、社内規程に従い適切に保存及び
管理する。運用状況の検証を適時行い、必要に応じて規程の見直しを行う。 

企業経営に大きな影響を与える可能性のあるリスクの管理について社内規程
を整備し、損失を未然に防止し、又は最小限に抑え、再発防止に努める体制
を構築する。 



（９） 

澆 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 
 ・取締役及び使用人の職務並びに業務分掌を社内規程によって明確にし、適切
　に業務を行う体制を整備するとともに、重要な経営情報が速やかに取締役会
　に付議、報告される体制を構築する。 
・社長直轄の内部監査室が、会社の財産及び業務の遂行状況について適正性と
　効率性の観点から監査を実施するとともに、会社の内部統制の有効性につい
　て検証及び評価を行い、その結果を社長及び取締役会に報告する。 

監査職務を補助する体制を確保するため、監査役会の要請により、必要に応
じて監査スタッフを置く。 

潺 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 
 
 
 
 
潸 当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適 
　 正を確保するための体制 
 
 
 
 
 
 
澁 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使 
　 用人に関する事項 
 

・社内規程に、当社の関係会社に関する管理等について定めるとともに、当社
　と関係会社間の業務上の取扱事項を定め、当社グループの業務の適正を確保
　し、グループ間の経営効率の向上を目指す体制を構築する。 
・内部監査室が関係会社の財産及び業務の遂行状況について適正性と効率性の
　観点から監査を実施し、その結果を社長及び取締役会に報告する。 

　使用人の職務の執行が法令及び定款を遵守して行われるべく社内規程を整備
　することにより、法令及び定款に違反する行為があった場合の報告体制を構
　築する。 

監査スタッフの任命、異動及び評価については事前に監査役会の同意を得る。 

・取締役及び使用人は、監査役会の要請に応じて必要な報告及び情報提供を行
　う。 
・取締役会の決議事項及び報告事項については、事前に監査役会で内容の検証
　が行えるよう、予め資料を提示する。 

澀 前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項 
 
 
潯 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に 
　 関する体制 
 
 
 
 



（１０） 

・監査役は取締役会への出席の他、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況
　を把握するため、経営審議会等の重要な会議に出席する。 
・監査役は代表取締役と定期的に会合し、監査上の重要課題について情報交換
　を行う。 
・会計監査人、内部監査室等と連携し効率的な監査を行う。 

潛 その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 
 
 
 
 



（１１） 

連結貸借対照表  
（平成２２年３月３１日現在） 

科　　　　目 

資　　産　　合　　計  ９８,８７３ 

 

７９，１７７ 

２９，９６３ 

４５，６９７ 

１００ 

４６４ 

０ 

１，３３９ 

１，６８６ 

△ ７５ 

１９，６９５ 

３，４６５ 

２，０６９ 

４４ 

２９４ 

１，０５８ 

７５４ 

１５，４７５ 

７，５７８ 

１，３３７ 

４，７６３ 

３，３８２ 

△ １，５８５ 

 

科　　　　目 金　　　額 金　　　額 

負 債 ・ 純 資 産 合 計 

純 　 資 　 産 　 合 　 計  
 

９８，８７３ 

４１，８４４ 

負 　 　 債 　 　 合 　 　計  ５７，０２８ 

 

５３，００９ 

３６，６４３ 

６，９３２ 

７９９ 

１，９１０ 

４２ 

８２５ 

１１ 

５，８４４ 

４，０１９ 

１，５１３ 

１，６７５ 

６１０ 

２２０ 

０ 

 

４１，２４８ 

４，４７９ 

４，８１０ 

３２，５７８ 

△  ６１９ 

５１５ 

４８８ 

２６ 

８０ 

（単位　百万円） 

（資産の部）  

流 動 資 産  

現 金 及 び 預 金  

受取手形・完成工事未収入金 

有 価 証 券  

未 成 工 事 支 出 金  

材 料 貯 蔵 品  

繰 延 税 金 資 産  

そ の 他  

貸 倒 引 当 金  

固 定 資 産  

有 形 固 定 資 産  

建 物 及 び 構 築 物  

機械装置及び運搬具 

工具、器具及び備品 

土 地  

無 形 固 定 資 産  

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券  

繰 延 税 金 資 産  

前 払 年 金 費 用  

そ の 他  

貸 倒 引 当 金  

（負債の部）  

流 動 負 債  

支払手形・工事未払金 

短 期 借 入 金  

未 払 法 人 税 等  

未 成 工 事 受 入 金  

完成工事補償引当金 

工 事 損 失 引 当 金  

海外投資損失引当金 

そ の 他  

固 定 負 債  

長 期 借 入 金  

退 職 給 付 引 当 金  

役員退職慰労引当金 

環 境 対 策 引 当 金  

そ の 他  

（純資産の部）  

株 主 資 本  

資 本 金  

資 本 剰 余 金  

利 益 剰 余 金  

自 己 株 式  

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 

為 替 換 算 調 整 勘 定  

少数株主持分  



（　　　　　） 

（１２） 

連結損益計算書  

 

 

 

 

 

 

１５６ 

３５ 

１６ 

５１ 

１０ 

 

１５６ 

１９ 

１３ 

 

 

 

０ 

２ 

 

２８ 

５ 

５４ 

２２０ 

 

１１６，２７５ 

１０３，０８５ 

１３，１８９ 

１０，１６２ 

 ３，０２７ 

 

 

 

 

 

２７０ 

 

 

 

１８９ 

 ３，１０８ 

 

 

 

２ 

 

 

 

 

３０８ 

２，８０１ 

１,２８６ 

６０５ 

０ 

９０９ 

（単位　百万円） 
平成２１年 ４ 月１日から 
平成２２年 ３ 月３１日まで 

完 成 工 事 高  

完 成 工 事 原 価  

完 成 工 事 総 利 益  

販売費及び一般管理費  

営　　業　　利　　益 

営　業　外　収　益  

受 取利息及び配当金  

不 動 産 賃 貸 料  

受 取 保 険 料  

為 替 差 益  

そ の 他  

営　業　外　費　用  

支 払 利 息  

支 払 保 証 料  

そ の 他  

経　　常　　利　　益 

 

特 　 別 　 利 　 益  

固 定 資 産 売 却 益  

貸 倒 引 当 金 戻 入 益  

特 　 別 　 損 　 失  

固 定 資 産 除 却 損  

海 外 事 業 整 理 損  

持 分 変 動 損 失  

環境対策引当金繰入額 

税金等調整前当期純利益 

法人税、住民税及び事業税 

法 人 税 等 調 整 額 

少 数 株 主 利 益 

当 期 純 利 益 

科　　　　　　　目 金　　　　　　　額 



（　　　　　） 

（１３） 

連結株主資本等変動計算書 

（単位　百万円） 
平成２１年 ４ 月１日から 
平成２２年 ３ 月３１日まで 

 
 

４,４７９ 
 

－ 
４,４７９ 

 
 

４,８１０ 
 

△ ０ 
△ ０ 
４,８１０ 

 
 

３２,５１８ 
 

△ ８４９ 
９０９ 
５９ 

３２,５７８ 
 
 

△ ６１４ 
 

△ ６ 
０ 

△ ５ 
△ ６１９ 

 
 

４１,１９４ 
 

△ ８４９ 
９０９ 
△ ６ 
０ 
５４ 

４１,２４８ 

（ 株 主 資 本 ）  
資 本 金  
前 期 末 残 高  
当 期 変 動 額  
当 期 変 動 額 合 計  

当 期 末 残 高  
 

資 本 剰 余 金  
前 期 末 残 高  
当 期 変 動 額  
自 己 株 式 の 処 分  
当 期 変 動 額 合 計  

当 期 末 残 高  
 

利 益 剰 余 金  
前 期 末 残 高  
当 期 変 動 額  
剰 余 金 の 配 当  
当 期 純 利 益  
当 期 変 動 額 合 計  

当 期 末 残 高  
 

自 己 株 式  
前 期 末 残 高  
当 期 変 動 額  
自 己 株 式 の 取 得  
自 己 株 式 の 処 分  
当 期 変 動 額 合 計  

当 期 末 残 高  
 

株 主 資 本 合 計  
前 期 末 残 高  
当 期 変 動 額  
剰 余 金 の 配 当  
当 期 純 利 益  
自 己 株 式 の 取 得  
自 己 株 式 の 処 分  
当 期 変 動 額 合 計  

当 期 末 残 高  

科　　　　　　　目 金　　　　　　　額 



（１４） 

 
 
３ 
 

４８５ 
４８５ 
４８８ 

 
 

１３ 
 

１３ 
１３ 
２６ 
 
 

１７ 
 

４９８ 
４９８ 
５１５ 

 
 
３ 
 

７６ 
７６ 
８０ 
 
 

４１,２１４ 
 

△ ８４９ 
９０９ 
△ ６ 
０ 

５７５ 
６２９ 

４１,８４４ 

（ 評 価 ・ 換 算 差 額 等 ）  
その他有価証券評価差額金 
前 期 末 残 高  
当 期 変 動 額  

株主資本以外の項目の当期変動額（純額）  
当 期 変 動 額 合 計  

当 期 末 残 高  
 

為替換算調整勘定 
前 期 末 残 高  
当 期 変 動 額  

株主資本以外の項目の当期変動額（純額）  
当 期 変 動 額 合 計  

当 期 末 残 高  
 

評価・換算差額等合計 
前 期 末 残 高  
当 期 変 動 額  

株主資本以外の項目の当期変動額（純額）  
当 期 変 動 額 合 計  

当 期 末 残 高  
 
（ 少 数 株 主 持 分 ）  

前 期 末 残 高  
当 期 変 動 額  

株主資本以外の項目の当期変動額（純額）  
当 期 変 動 額 合 計  

当 期 末 残 高  
 

純 資 産 合 計  
前 期 末 残 高  
当 期 変 動 額  
剰 余 金 の 配 当  
当 期 純 利 益  
自 己 株 式 の 取 得  
自 己 株 式 の 処 分  
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 
当 期 変 動 額 合 計  

当 期 末 残 高  

科　　　　　　　目 金　　　　　　　額 
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連 結 注 記 表  

（継続企業の前提に関する注記） 

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記） 

該当事項はありません。 
 
 
連結の範囲に関する事項 
　連結子会社の数　５社 
　連結子会社の名称 
　ダイダンサービス関東譁、ダイダンサービス関西譁、DAI-DAN（THAILAND）CO.,LTD.、 
MERINO O.D.D.SDN.BHD.、DAI-DAN PHILIPPINES, INC. 

　非連結子会社の数　６社 
　非連結子会社の名称 
　大電工事譁、岡山大電設備譁、九州大電設備譁、熊本大電設備譁、 
ＰＦＩ京都スクールアメニティ譁、譁ディー・エス・アイ 
　非連結子会社について連結の範囲から除いた理由 
　総資産、完成工事高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）
等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除外し
ております。 
 
持分法の適用に関する事項 
持分法を適用した非連結子会社又は関連会社はありません。 
　持分法を適用しない非連結子会社又は関連会社の名称 
　大電工事譁、岡山大電設備譁、九州大電設備譁、熊本大電設備譁、 
ＰＦＩ京都スクールアメニティ譁、譁ディー・エス・アイ 
　持分法を適用しない理由 
当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性が
ないため、持分法の適用の範囲から除外しております。 
 
連結子会社の事業年度等に関する事項 
　連結子会社のうち、DAI-DAN（THAILAND）CO.,LTD.、MERINO O.D.D.SDN.BHD.及び
DAI-DAN PHILIPPINES, INC.の決算日は１２月３１日であります。 
　連結計算書類の作成にあたっては、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生
じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。 
 
会計処理基準に関する事項 
　重要な資産の評価基準及び評価方法 
　漓有価証券 

 
 
 
 
（１） 
 
 
 
（２） 
 
 
 
（３） 
 
 
 
 
 
（１） 
（２） 
 
 
（３） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（１） 

 
 
 
１. 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２. 
 
 
 
 
 
 
 
 
３. 
 
 
 
 
 
４. 
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連結決算日の市場価格等に基づく時価法 
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却
原価は移動平均法により算定） 

（貸借対照表価額については、収益性の低下に基づ
く簿価切り下げの方法） 

　　　満期保有目的の債券　　　　　　償却原価法（定額法） 
　　　その他有価証券 
　　　　時価のあるもの 
 
 
　　　　時価のないもの　　　　　　　移動平均法に基づく原価法 
　滷棚卸資産 
　　　未成工事支出金　　　　　　　　個別法に基づく原価法 
　　　材料貯蔵品　　　　　　　　　　移動平均法に基づく原価法 
 
 
　重要な減価償却資産の減価償却の方法 
　漓有形固定資産 
　　当社及び国内連結子会社 
　　　建物（附属設備を除く）　　　　 定額法 
　　　そ　　の　　他　　　　　　　　定率法 
　　在外連結子会社　　　　　　　　　定額法 
　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。      
　　　建物・構築物　１５～５０年 
　滷無形固定資産　　　　　　　　　　定額法 
　　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づ
　く定額法を採用しております。 
　重要な引当金の計上基準 
　漓貸倒引当金 
　完成工事未収入金、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績
率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能
見込額を計上しております。 

　滷完成工事補償引当金 
　完成工事に対するかし担保補償の目的をもって設定したもので、補償対象工事に対し、
過去の実績を基礎に将来の補償見込を加味して計上しております。 

　澆工事損失引当金 
　手持受注工事の将来の損失に備えるため、損失発生の可能性が高く、かつ、その金額
を合理的に見積もることができる工事について、その損失見積額を計上しております。  

　潺退職給付引当金 
　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資
産の見込額に基づき計上しております。  
　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以
内の一定の年数（１０年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３） 
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（連結貸借対照表に関する注記） 
３,４２７百万円 

 
 

９１百万円 
 

７５百万円 

度から費用処理しております。 
　また、執行役員の退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基づく期末要支給額を計
上しております。  

　（会計方針の変更） 
　当連結会計年度より、「「退職給付に係る会計基準」の一部改正（その３）」（企業会計基
準第１９号 平成２０年７月３１日）を適用しております。 
　なお、これによる影響はありません。 

　潸役員退職慰労引当金 
　役員の退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しており
ます。 

　澁海外投資損失引当金 
　海外連結子会社の事業等の整理に向けて、今後発生すると見込まれる損失に備えて、
所要見込額を計上しております。 

　澀環境対策引当金 
　ＰＣＢ（ポリ塩化ビフェニル）廃棄物の処理費用の支出に備えるため、処理費用及び収
集運搬費用の見積額を計上しております。 

　重要な収益及び費用の計上基準 
　完成工事高及び完成工事原価の計上基準 
　当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については
工事進行基準（工事の進捗率の見積は原価比例法）、その他の工事については工事完成基
準を適用しております。 

　その他連結計算書類の作成のための重要な事項 
　消費税等の会計処理 
　　税抜方式によっております。 
 
連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 
　連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評価法によっております。 
 
 
有形固定資産の減価償却累計額 
担保に供している資産並びに対応する債務の額 
　担保に供している資産 
　　投資有価証券 
　上記に対応する債務 
　　短期借入金 
　上記の他、下記の資産をＰＦＩ事業を営む当社出資会社の借入金に対する担保に供してお
ります。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（４） 
 
 
 
 
（５） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
５. 
 
 
 
１. 
２. 
 
 
 
 
 
 
 



（１８） 

４５,９６３,８０３株 

（連結株主資本等変動計算書に関する注記） 

（金融商品に関する注記） 

平成２１年６月２６日 
定時株主総会 

決　議 

決議予定 基準日 効力発生日 株式の種類 
配当金の 
総額 

（百万円） 

配当の原資 

平成２２年６月２９日 
定時株主総会 平成２２年３月３１日 平成２２年６月３０日 普通株式 ３５７ ８.００ 利益剰余金 

１株 
当たり 

  配当額（円） 
 

平成２１年１１月１２日 
取締役会 

計 

効力発生日 基　準　日 １株当たり 
  配当額（円） 

 

配当金の総額 
（百万円） 

１１.００ 

１９.００ 

４９１ 

株式の種類 

平成２１年６月２９日 平成２１年３月３１日 普通株式 

８.００ ３５７ 

８４９ 

平成２１年１２月１日 平成２１年９月３０日 普通株式 

２９百万円 
 

２７百万円 
 
 

１４百万円 

　　投資有価証券 
　また、下記の資産を連結子会社の仕入債務履行保証金として担保に供しております。 
　　定期預金 
　偶発債務 
　下記の連結子会社への出資先に対し、当該出資額について損失保証を行っております。 
　　DAI-DAN（THAILAND）CO.,LTD. 
 
 
当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数 
　普通株式 
 
配当に関する事項 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 
 
 
 
 
 
 
 
 
金融商品の状況に関する事項 
　金融商品に対する取組方針 
　営業循環取引から生じる受取手形の決済及び完成工事未収入金の回収による資金を運転資
金の基礎とし、必要に応じ金融機関から資金の借入れを行っております。 
　有価証券及び投資有価証券の取得については、原則として、格付の高い満期保有目的の債
券及び業務上の関係を有する企業の株式の取得に限っております。 
　金融商品の内容及びそのリスク 
　営業債権である受取手形及び完成工事未収入金は、顧客の信用リスクに晒されております。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（１） 
 
 
 
 
（２） 
 

 
 
 
３. 
 
 
 
 
１. 
 
 
２. 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３. 
 
 
 
 
 
 
 
 
１. 
 
 
 
 
 
 
 



　また、海外で事業を行うにあたり生じる外貨建ての営業債権は為替の変動リスクに晒され
ております。 
　有価証券及び投資有価証券は、主に満期保有目的の債券及び業務上の関係を有する企業の
株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。 
　営業債務である支払手形及び工事未払金は、そのほとんどが、短期の支払期日によってお
ります。 
　また、海外で事業を行うにあたり生じる外貨建ての営業債務は為替の変動リスクに晒され
ておりますが、常に営業債権の範囲内で推移しております。 
　借入金は、主に運転資金に係る資金調達を目的としたものであり、金利の変動リスクに晒
されておりますが、返済期日は決算日後３年以内となっております。 
　金融商品に係るリスク管理体制 
　漓信用リスク（取引先の契約不履行に係るリスク）の管理 
　　営業債権については、与信管理規程のもと信用リスクを認識し、取引相手の債権残高は、
　与信限度枠の範囲内で管理しております。 
　　各地域の事業所では毎月取引相手ごとに債権残高及び債権残高の推移予想を営業本部へ
　報告することによってその残高を把握するとともに、財務状況等の悪化による回収懸念に
　ついては、早期把握を行うことにより、そのリスクを軽減するべく措置を図っております。 
　　満期保有目的の債券は、格付の高い債券のみを対象としており、信用リスクは僅少であ
　ります。 
　滷市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 
　　外貨建債権債務に係る為替の変動リスクは通貨別に区分し、継続的に把握しております。 
　　支払金利の変動リスクは、借入金に適用される金利の種類別に区分し、継続的に把握し
　ております。 
　　満期保有目的以外の有価証券及び投資有価証券については、市況や発行体（取引先企業）
　との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。 
　澆資金調達に関する流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 
　　各地域の事業所において毎月、入金及び支出の情報をもとに資金繰計画を作成するとと
　もに、常時、手許流動性を維持することによって管理しております。 
　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算
定された価額を用いております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、
異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。 
 
金融商品の時価等に関する事項 
　平成２２年３月３１日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、
次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれ
ておりません（（注）２．参照）。 
 

（１９） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（４） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２. 
 
 
 
 



負　　債　　計 

資　　産　　計 

連結貸借対照表計上額 
（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） 

（１） 

（２） 

（３） 

 

 

現金及び預金 

受取手形及び完成工事未収入金 

有価証券及び投資有価証券 

漓満期保有目的の債券 

滷その他有価証券 

（１） 

（２） 

（３） 

支払手形及び工事未払金 

短期借入金 

長期借入金（※） 

２９,９６３ 

４５,６９７ 

 

１１０ 

５,８０２ 

８１,５７４ 

４５,０８９ 

３６,６４３ 

５,０９０ 

３,３５６ 

２９,９６３ 

４５,６６５ 

 

１０９ 

５,８０２ 

８１,５４１ 

４５,０８９ 

３６,６４３ 

５,０９０ 

３,３５６ 

－ 

△ ３２ 

 

△ 0 

－ 

△ ３２ 

０ 

－ 

－ 

０ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（※）一年内返済予定長期借入金１,８４２百万円は長期借入金に含めております。 
（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 
　　資　産 
　　（１）現金及び預金 

　預金は短期間で決済されるものであるため、時価は簿価に近似していることから、当
該帳簿価額によっております。 

　　（２）受取手形及び完成工事未収入金 
　受取手形は短期間で決済されるものであるため、時価は簿価に近似していることから、
当該帳簿価額によっております。完成工事未収入金の時価の算定は、一定の期間ごとに
区分した債権の将来キャッシュ・フローを取引相手の信用リスクを考慮した利率で割り
引いた現在価値によっております。 

　　（３）有価証券及び投資有価証券 
　これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、満期保有目的の債券は、
一定の期間ごとに区分した債券の将来キャッシュ・フローを発行体の信用リスクを考慮
した利率で割り引いた現在価値によっております。 

　　負　債 
　　（１）支払手形及び工事未払金、並びに（２）短期借入金 

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、
当該帳簿価額によっております。 

　　（３）長期借入金 
　時価の算定は、元利金の合計額を、同様の新規借入を当連結会計年度末日に行った場
合に想定される利率で割り引いた現在価値によっております。 

（２０） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



連結貸借対照表計上額（百万円） 区　　　分 

１,７６５ 非上場株式 

　　２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 
 
 
 
　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められること
から、「（３）有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。 
 
（追加情報） 
　　当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第１０号 平成２０年３
月１０日）及び「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第１９
号 平成２０年３月１０日）を適用しております。 

 
 
　　当社では、大阪市その他の地域において、賃貸用不動産を有しております。平成２２年
３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は、２３百万円（賃貸収益は営業外収益に、
賃貸費用は営業外費用に計上）であります。 

　　また、当該賃貸不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び時価は、次
のとおりであります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（追加情報） 
　　当連結会計年度より、「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（企業会計基準
第２０号 平成２０年１１月２８日）及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適
用指針」（企業会計基準適用指針第２３号 平成２０年１１月２８日）を適用しております。 
 
 
１株当たり純資産額 
１株当たり当期純利益金額 
 
 

連結貸借対照表計上額（百万円） 

当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高 
当連結会計年度末の時価 

（百万円） 前連結会計年度末残高 

△ ４ ３９０ ９８５ ３９５ 

連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除し
た額であります。 
当連結会計年度増減額のうち、減少額は減価償却費の計上によるものです。 
当連結会計年度末の時価は、社外の調査機関による不動産鑑定評価基準に準じた方法
に基づく金額であります。 

（注）１. 
 

　２. 
　３.

（１株当たり情報に関する注記） 

（賃貸等不動産に関する注記） 

９３４円 ２９銭 
２０円 ３４銭 

（２１） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



（２２） 

 
該当事項はありません。 
 
 
該当事項はありません。 
 

（その他の注記） 

（重要な後発事象に関する注記） 



（２３） 

貸 借 対 照 表  

資　　産　　合　　計  ９８,４５５ 負 債 ・ 純 資 産 合 計 

純 　 資 　 産 　 合 　 計  
 

９８，４５５ 

４１，６２７ 

負 　 　 債 　 　 合 　 　計  ５６，８２８ 

（単位　百万円） 
（平成２２年 ３ 月３１日現在） 

 
７８，５３７ 
２９，４８１ 
３，３０１ 
４２，２２２ 
１００ 
４５９ 
０ 
２１ 
７９８ 

１，３６４ 
８６１ 
△ ７４ 

１９，９１８ 
３，４６１ 
２，０６９ 
４３ 
２９０ 

１，０５８ 
７５２ 
１８ 
６９６ 
３８ 

１５，７０４ 
７，５１３ 
２８９ 
８ 
４ 
４４ 
６４５ 
３８７ 

１，５７０ 
４，７６３ 
７１４ 

１，３３２ 
１０１ 

△ １，６６９ 

 
５２，８１１ 
５，４０５ 
３１，０８４ 
５，０９０ 
１，８４２ 
５２２ 

２，２６４ 
７９６ 
５５ 

１，９０３ 
２，３９３ 
５７９ 
４１ 
８２５ 
５ 

４，０１７ 
１，５１３ 
１，６７３ 
６１０ 
２２０ 
０ 

 
４１，１３８ 
４，４７９ 
４，８１０ 
４，７１６ 
９４ 

３２，４６８ 
１，１１９ 
３１，３４８ 

７４ 
２９，７２０ 
１，５５３ 
△ ６１９ 
４８８ 
４８８ 

（ 資 産 の 部 ）  
流 動 資 産  

現 金 及 び 預 金  
受 取 手 形  
完成工事未収入金 
有 価 証 券  
未 成 工 事 支 出 金  
材 料 貯 蔵 品  
前 払 費 用  
立 替 金  
繰 延 税 金 資 産  
そ の 他  
貸 倒 引 当 金  

固 定 資 産  
有 形 固 定 資 産  

建 物 及 び 構 築 物  
機 械 及 び 運 搬 具  
工具、器具及び備品 
土 地  

無 形 固 定 資 産  
借 地 権  
ソ フ ト ウ ェ ア  
そ の 他  

投資その他の資産 
投 資 有 価 証 券  
関 係 会 社 株 式  
長 期 貸 付 金  
従業員に対する長期貸付金 
関係会社長期貸付金 
差 入 保 証 金  
長 期 保 険 掛 金  
破 産 更 生 債 権 等  
前 払 年 金 費 用  
ゴ ル フ 会 員 権  
繰 延 税 金 資 産  
そ の 他  
貸 倒 引 当 金  

（負債の部）  
流 動 負 債  

支 払 手 形  
工 事 未 払 金  
短 期 借 入 金  
１年内返済予定長期借入金 
未 払 金  
未 払 費 用  
未 払 法 人 税 等  
未 払 消 費 税 等  
未 成 工 事 受 入 金  
預 り 金  
従 業 員 預 り 金  
完成工事補償引当金 
工 事 損 失 引 当 金  
そ の 他  

固 定 負 債  
長 期 借 入 金  
退 職 給 付 引 当 金  
役員退職慰労引当金 
環 境 対 策 引 当 金  
そ の 他  

（純資産の部）  
株 主 資 本  
資 本 金  
資 本 剰 余 金  
資 本 準 備 金  
その他資本剰余金  

利 益 剰 余 金  
利 益 準 備 金  
その他利益剰余金  
固定資産圧縮積立金 
別 途 積 立 金  
繰 越 利 益 剰 余 金  

自 己 株 式  
評価・換算差額等 
その他有価証券評価差額金 

金　　　額 金　　　額 科　　　　目 科　　　　目 



（２４） 

損 益 計 算 書  

 

 

 

 

 

 

２８ 

１２４ 

３５ 

１６ 

５５ 

９ 

 

１５６ 

１９ 

１３ 

 

 

 

１８ 

２ 

 

２８ 

１４ 

２２０ 

 

１１５，３７４ 

１０２，３３６ 

１３，０３８ 

１０，０４０ 

２，９９７ 

 

 

 

 

 

 

２７０ 

 

 

 

１８９ 

３,０７７ 

 

 

 

２０ 

 

 

 

２６２ 

２，８３５ 

１,２７５ 

６０５ 

９５５ 

（単位　百万円） 

科　　　　　　　目 金　　　　　　　額 

（　　　　　） 

完 成 工 事 高  

完 成 工 事 原 価  

完 成 工 事 総 利 益  

販売費及び一般管理費  

営 業 利 益  

営 業 外 収 益  

受 取 利 息  

受 取 配 当 金  

不 動 産 賃 貸 料  

受 取 保 険 料  

為 替 差 益  

そ の 他  

営 業 外 費 用  

支 払 利 息  

支 払 保 証 料  

そ の 他  

経 常 利 益  

 

特 　 別 　 利 　 益  

関 係会社株式売却益  

貸 倒 引 当 金 戻 入 益  

特 　 別 　 損 　 失  

固 定 資 産 除 却 損  

関 係 会 社 整 理 損  

環境対策引当金繰入額 

税引前当期純利益 

法人税、住民税及び事業税 

法 人 税 等 調 整 額 

当 期 純 利 益 

 

平成２１年 ４月１日から 
平成２２年 ３ 月３１日まで 



（　　　　　） 

（２５） 

（単位　百万円） 
平成２１年 ４ 月１日から 
平成２２年 ３ 月３１日まで 

 
 

４,４７９ 
 

－ 
４,４７９ 

 
 
 

４,７１６ 
 

－ 
４,７１６ 

 
９４ 
 

△ ０ 
△ ０ 
９４ 
 

４,８１０ 
 

△ ０ 
△ ０ 
４,８１０ 

 
 
 

１,１１９ 
 

－ 
１,１１９ 

 
 

７８ 
 

△ ３ 
△ ３ 
７４ 

（ 株 主 資 本 ）  
資 本 金  
前 期 末 残 高  
当 期 変 動 額  
当 期 変 動 額 合 計  

当 期 末 残 高  
 

資 本 剰 余 金  
資 本 準 備 金  
前 期 末 残 高  
当 期 変 動 額  
当 期 変 動 額 合 計  

当 期 末 残 高  
そ の 他 資 本 剰 余 金  
前 期 末 残 高  
当 期 変 動 額  
自 己 株 式 の 処 分  
当 期 変 動 額 合 計  

当 期 末 残 高  
資 本 剰 余 金 合 計  
前 期 末 残 高  
当 期 変 動 額  
自 己 株 式 の 処 分  
当 期 変 動 額 合 計  

当 期 末 残 高  
 

利 益 剰 余 金  
利 益 準 備 金  
前 期 末 残 高  
当 期 変 動 額  
当 期 変 動 額 合 計  

当 期 末 残 高  
そ の 他 利 益 剰 余 金  
固定資産圧縮積立金 
前 期 末 残 高  
当 期 変 動 額  
積 立 金 の 取 崩  
当 期 変 動 額 合 計  

当 期 末 残 高  

科　　　　　　　目 金　　　　　　　額 

株主資本等変動計算書 



（２６） 

 
２９,７２０ 

 
－ 

２９,７２０ 
 

１,４４４ 
 
３ 

△ ８４９ 
９５５ 
１０８ 
１,５５３ 

 
 

３２,３６２ 
 

－ 
△ ８４９ 
９５５ 
１０５ 

３２,４６８ 
 
 

△ ６１４ 
 

△ ６ 
０ 

△ ５ 
△ ６１９ 

 
 

４１,０３８ 
 

－ 
△ ８４９ 
９５５ 
△ ６ 
０ 

１００ 
４１,１３８ 

別 途 積 立 金  
前 期 末 残 高  
当 期 変 動 額  
当 期 変 動 額 合 計  

当 期 末 残 高  
繰 越 利 益 剰 余 金  
前 期 末 残 高  
当 期 変 動 額  
積 立 金 の 取 崩  
剰 余 金 の 配 当  
当 期 純 利 益  
当 期 変 動 額 合 計  

当 期 末 残 高  
 

利 益剰余金合計  
前 期 末 残 高  
当 期 変 動 額  
積 立 金 の 取 崩  
剰 余 金 の 配 当  
当 期 純 利 益  
当 期 変 動 額 合 計  

当 期 末 残 高  
 

自 己 株 式  
前 期 末 残 高  
当 期 変 動 額  
自 己 株 式 の 取 得  
自 己 株 式 の 処 分  
当 期 変 動 額 合 計  

当 期 末 残 高  
 

株 主 資 本 合 計  
前 期 末 残 高  
当 期 変 動 額  
積 立 金 の 取 崩  
剰 余 金 の 配 当  
当 期 純 利 益  
自 己 株 式 の 取 得  
自 己 株 式 の 処 分  
当 期 変 動 額 合 計  

当 期 末 残 高  

科　　　　　　　目 金　　　　　　　額 



（２７） 

 
 
３ 
 

４８５ 
４８５ 
４８８ 

 
 
３ 
 

４８５ 
４８５ 
４８８ 

 
 

４１,０４１ 
 

－ 
△ ８４９ 
９５５ 
△ ６ 
０ 

４８５ 
５８５ 

４１,６２７ 

（ 評 価 ・ 換 算 差 額 等 ）  
その他有価証券評価差額金 
前 期 末 残 高  
当 期 変 動 額  

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 
当 期 変 動 額 合 計  

当 期 末 残 高  
 

評価・換算差額等合計 
前 期 末 残 高  
当 期 変 動 額  

株主資本以外の項目の当期変動額（純額）  
当 期 変 動 額 合 計  

当 期 末 残 高  
 

純 資 産 合 計  
前 期 末 残 高  
当 期 変 動 額  
積 立 金 の 取 崩  
剰 余 金 の 配 当  
当 期 純 利 益  
自 己 株 式 の 取 得  
自 己 株 式 の 処 分  
株主資本以外の項目の当期変動額（純額）  
当 期 変 動 額 合 計  

当 期 末 残 高  

科　　　　　　　目 金　　　　　　　額 



（２８） 

個 別 注 記 表  

（継続企業の前提に関する注記） 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

該当事項はありません。 
 
 
資産の評価基準及び評価方法 
　有価証券の評価基準及び評価方法 
　　満期保有目的の債券　　　　　　　　　　償却原価法（定額法） 
　　子会社株式及び関連会社株式　　　　　　移動平均法に基づく原価法 
　　その他有価証券 
　　　時価のあるもの　　　　　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（評価差額は全部純資産直入法により処理し、 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　売却原価は移動平均法により算定） 
　　　時価のないもの　　　　　　　　　　　移動平均法に基づく原価法 
　棚卸資産の評価基準及び評価方法 
　　未成工事支出金　　　　　　　　　　　　個別法に基づく原価法 
　　材料貯蔵品　　　　　　　　　　　　　　移動平均法に基づく原価法 
 
 
 
固定資産の減価償却の方法 
　有形固定資産 
　　建物（附属設備を除く） 　　　　　　　　定額法 
　　その他　　　　　　　　　　　　　　　　定率法  
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
　建物・構築物　１５～５０年 

　無形固定資産　　　　　　　　　　　　　　定額法  
　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく
定額法を採用しております。 
 

引当金の計上基準 
　貸倒引当金 
　完成工事未収入金、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率
により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込
額を計上しております。 
　完成工事補償引当金 
　完成工事に対するかし担保補償の目的をもって設定したもので、補償対象工事に対し、

 
 
 
 
（１） 
 
 
 
 
 
 
 
（２） 
 
 
 
 
 
 
（１） 
 
 
 
 
（２） 
 
 
 
 
（１） 
 
 
 
（２） 
 

 
 
 
１. 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２. 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３. 
 
 
 
 
 

（貸借対照表価額については、収益性の低下
　に基づく簿価切り下げの方法） 



（２９） 

（貸借対照表に関する注記） 

過去の実績を基礎に将来の補償見込を加味して計上しております。 
　工事損失引当金 
　手持受注工事の将来の損失に備えるため、損失発生の可能性が高く、かつ、その金額を
合理的に見積もることができる工事について、その損失見積額を計上しております。 
　退職給付引当金 
　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に
基づき計上しております。 
　数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年
数（１０年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理することと
しております。 
　また、執行役員の退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上
しております。 
（会計方針の変更） 
当事業年度より、「「退職給付に係る会計基準」の一部改正（その３）」（企業会計基準第

１９号  平成２０年７月３１日）を適用しております。 
　これによる影響はありません。 
　役員退職慰労引当金 
　役員の退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 
　環境対策引当金 
ＰＣＢ（ポリ塩化ビフェニル）廃棄物の処理費用の支出に備えるため、処理費用及び収集

運搬費用の見積額を計上しております。 
 
収益及び費用の計上基準 
完成工事高及び完成工事原価の計上基準 
　当事業年度までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基
準（工事の進捗率の見積は原価比例法）、その他の工事については工事完成基準を適用してお
ります。 
 
その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 
消費税等の会計処理 
　税抜方式によっております。 
 
 
有形固定資産の減価償却累計額 
 
担保に供している資産並びに対応する債務の額 
　担保に供している資産 
　　投資有価証券 

３,４００百万円 
 
 
 

９１百万円 

 
（３） 
 
 
（４） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（５） 
 
（６） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４. 
 
 
 
 
 
５. 
 
 
 
 
１. 
 
２. 
 
 



（３０） 

１２千株 
 

１千株 

（損益計算書に関する注記） 

（株主資本等変動計算書に関する注記） 

　上記に対応する債務 
　　短期借入金 
　上記の他、下記の資産をＰＦＩ事業を営む当社出資会社の借入金に対する担保に供してお
ります。 
　　投資有価証券 
 
関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く） 
　短期金銭債権 
　長期金銭債権 
　短期金銭債務 
 
偶発債務 
下記の関係会社への出資先に対し、当該出資額について損失保証を行っております。 
　DAI-DAN（THAILAND）CO.,LTD. 
 
 
関係会社との取引高 
　完成工事高 
　仕　入　高 
　営業取引以外の取引高 
 
完成工事原価の注記 
　完成工事原価には工事損失引当金繰入額１０４百万円が含まれております。 
 
 
自己株式の種類及び株式数に関する事項 
 
 
 
（変動事由） 
　増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 
　　　単元未満株式の買取請求による増加 
　減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 
　　　単元未満株式の売渡請求による減少 
 
 
 
 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式（千株） １,２５１ １２ １ １,２６２ 

 
７５百万円 

 
 

２９百万円 
 
 

２３百万円 
４８７百万円 
３１４百万円 

 
 
 

１４百万円 
 
 
 

５７百万円 
１,６５０百万円 
１７百万円 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
３. 
 
 
 
 
４. 
 
 
 
 
１. 
 
 
 
 
２. 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



（３１） 

６８７百万円 
３６８百万円 
３０５百万円 

（リースにより使用する固定資産に関する注記） 

（税効果会計に関する注記）  
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
当事業年度の末日におけるリース物件の取得原価相当額 
当事業年度の末日におけるリース物件の減価償却累計額相当額 
当事業年度の末日におけるリース物件の未経過リース料相当額 

（繰延税金資産） 

退職給付引当金 

関係会社整理損 

未払賞与 

貸倒引当金繰入超過額 

工事損失引当金 

役員退職慰労引当金 

環境対策引当金 

ゴルフ会員権等評価損 

その他 

繰延税金資産小計 

評価性引当額 

繰延税金資産合計 

（繰延税金負債） 

退職給付信託設定益 

有価証券評価差額金 

固定資産圧縮積立金 

その他 

繰延税金負債合計 

繰延税金資産の純額 

 

２,３３１ 

７２９ 

６２３ 

４３８ 

３３８ 

２５０ 

９０ 

７６ 

５２３ 

５,４０１ 

△ ６５１ 

４,７４９ 

 

△ １,６５６ 

△ ３３９ 

△ ４９ 

△ ７ 

△ ２,０５３ 

２,６９６ 

（単位　百万円） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
子会社及び関連会社等 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１株当たり純資産額 
１株当たり当期純利益金額 
 
 
 
該当事項はありません。 
 
 
 
該当事項はありません。 

（１株当たり情報に関する注記） 

（重要な後発事象に関する注記） 

（その他の注記） 

当社の工事施工に伴う工事の一部を受注しておりますDAI-DAN PHILIPPINES, INC.
の財政状態が悪化しているため、破産更生債権等に対して貸倒引当金を計上しており
ます。また、当事業年度に関係会社整理損を計上しております。 
なお、平成２２年３月の当社取締役会においてDAI-DAN PHILIPPINES, INC.の清算決
議を行った結果、同社は新規事業を停止しました。 

（注） 

９３１円 ２２銭 
２１円 ３６銭 

議決権等の所有 
（被所有）割合 

関連当事者 
との関係 取引の内容 科　　目 取引金額 

（百万円） 

所有  直接 １００％ （注） 
当社の工事施工 
に伴う工事の 
一部を受注 

破産更生債権等 
貸倒引当金 
関係会社整理損 

１１ 
１１ 
１４ 

（関連当事者との取引に関する注記） 

会社等の名称 所在地 資本金 事業の内容 

DAI-DAN 

PHILIPPINES,INC.
フィリピン・マニラ市 １０百万フィリピンペソ 

電気・空調・水道衛生 
工事の設計、監理、施工 

種　類 

子会社 

（３２） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



（３３） 

独立監査人の監査報告書 

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書  謄本 

ダイダン株式会社  

取 締 役 会 　御中 

平成２２年５月１０日 

あ ず さ 監 査 法 人  

指 定 社 員  
業務執行社員 

指 定 社 員  
業務執行社員 

公認会計士 佐　野　　　裕 

公認会計士 草　野　和　彦 

賤 

賤 

　当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、ダイダン株式会社の平成２１

年４月１日から平成２２年３月３１日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連

結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監

査を行った。この連結計算書類の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。 

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監

査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽の表示がないかど

うかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営

者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての連結計算書類の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる

企業会計の基準に準拠して、ダイダン株式会社及び連結子会社から成る企業集団の当該

連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示

しているものと認める。 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ

き利害関係はない。 
以　上　 



（３４） 

独立監査人の監査報告書 

会計監査人の監査報告書  謄本 

ダイダン株式会社  

取 締 役 会 　御中 

平成２２年５月１０日 

あ ず さ 監 査 法 人  

指 定 社 員  
業務執行社員 

指 定 社 員  
業務執行社員 

公認会計士 佐　野　　　裕 

公認会計士 草　野　和　彦 

賤 

賤 

　当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、ダイダン株式会社の平

成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの第８１期事業年度の計算書類、すなわち、

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書

について監査を行った。この計算書類及びその附属明細書の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明す

ることにある。 

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監

査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥

当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期

間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ

き利害関係はない。 
以　上　 
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監　査　報　告　書 

監査役会の監査報告書  謄本 

　当監査役会は、平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの第８１期事業年度の

取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監

査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。 

監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容 
　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及
び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状
況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。 
　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の
分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の
収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、
取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説
明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財
産の状況を調査いたしました。また、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合す
ることを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要な
ものとして会社法施行規則第１００条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する
取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）
の状況を監視及び検証いたしました。 
　なお、財務報告に係る内部統制については、取締役等及びあずさ監査法人から当
該内部統制の評価及び監査の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めま
した。 
　子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、
必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業
年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。 
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているか
を監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を
受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正
に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第１３１条各号に掲げる事項）
を「監査に関する品質管理基準」（平成１７年１０月２８日 企業会計審議会）等に従
って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に
基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動
計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、
連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたし
ました。 

１ . 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



（３６） 

ダ イ ダ ン 株 式 会 社   監査役会 

平成２２年５月１２日 

監   査   役（常勤） 
監   査   役（常勤） 
監   査   役（常勤） 
監   査   役 

櫻　木　修　一 
菅　谷　　　梓 
安　東　憲二郎 
内　山　富　雄 

賤 

賤 

賤 

賤 

（注）監査役櫻木修一及び監査役内山富雄は、社外監査役であります。 

以　上 

監査の結果 
盧　事業報告等の監査結果 
一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく
　示しているものと認めます。 
二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重
　大な事実は認められません。 
三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、
　当該内部統制システムに関する取締役の職務の執行についても、財務報告に係
　わる内部統制を含め、指摘すべき事項は認められません。 

盪　計算書類及びその附属明細書の監査結果 
　　会計監査人あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。 
蘯　連結計算書類の監査結果 
　　会計監査人あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。　 
 

２ . 
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株主総会参考書類 

議案および参考事項 

第１号議案 剰余金処分の件 
　当期の剰余金の処分につきましては、安定的かつ継続的な配当を行う当社
の基本方針に基づき、当期の業績および経営環境等を勘案した結果、次のと
おりといたしたいと存じます。 
 
期末配当に関する事項 
 
　盧株主に対する配当財産の割当てに関する事項およびその総額 
　　　当社普通株式１株につき、金８円 
　　　総額３５７,６１３,０００円 
 
　盪剰余金の配当が効力を生じる日 
　　　平成２２年６月３０日   

第２号議案 退任取締役に対し退職慰労金贈呈並びに役員退職慰労金制度 
廃止に伴う打ち切り支給の件 

　平成２２年３月３１日をもって辞任いたしました取締役   安藤壽一に対し、
在任中の労に報いるため、当社における一定の基準による相当額の範囲内で
退職慰労金を贈呈することといたしたく、その具体的金額、贈呈の時期、方
法等は、取締役会に、ご一任願いたいと存じます。 
　退任取締役の略歴は次のとおりであります。 

氏　　　　　　名 略　　　　　　　　　歴 

安 藤 壽 一  

平成　年　月 

平成　年　月 

平成　年　月 

平成　年　月 

平成　年　月 

平成　年　月 

当社取締役 

当社常務取締役 

当社代表取締役専務取締役 

当社代表取締役社長 

当社取締役相談役 

辞任 

１０ 

１１ 

１４ 

１５ 

２１ 

２２ 

６ 

４ 

４ 

４ 

４ 

３ 
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　また、当社は、平成２２年５月１３日開催の取締役会において、役員の退職
慰労金制度を本定時株主総会終結の時をもって廃止することを決議いたしま
した。これに伴い、在任中の取締役   菅谷　節、飯星次男、土川　章、大平
哲也、西内義充、植林信一、河久保弘和、多島　剛、森　英高、北野晶平、
藤澤一郎の１１名及び、在任中の監査役   櫻木修一、菅谷　梓、安東憲二郎、
内山富雄の４名に対し、本総会終結の時までの在任期間における労に報いる
ため、当社における一定の基準による相当額の範囲内で退職慰労金を打ち切
り支給いたしたいと存じます。 
　なお、その支給の時期は、各取締役及び各監査役の退任時とし、その具体
的金額、贈呈の時期、方法等は、取締役については取締役会に、監査役につ
いては監査役の協議に、それぞれご一任願いたいと存じます。 
　打ち切り支給の対象となる取締役及び監査役の略歴は次のとおりでありま
す。 

氏　　　　　　名 略　　　　　　　　　歴 

菅 谷 　 節  

昭和　年　月 

昭和　年　月 

昭和　年　月 

昭和　年　月 

平成　年　月 

平成　年　月 

 

平成　年　月 

当社取締役 

当社常務取締役 

当社代表取締役専務取締役 

当社代表取締役社長 

当社代表取締役会長 

当社代表取締役会長 

兼最高経営責任者（ＣＥＯ） 

当社代表取締役会長兼社長 

兼最高経営責任者（ＣＥＯ） 

現在に至る 

５６ 

５８ 

５８ 

６０ 

１１ 

２０ 

 

２１ 

６ 

４ 

６ 

４ 

６ 

４ 

 

４ 

飯 星 次 男  

平成　年　月 

平成　年　月 

平成　年　月 

平成　年　月 

平成　年　月 

当社取締役 

当社常務取締役 

当社専務取締役 

当社取締役専務執行役員 

当社代表取締役副社長執行役員 

現在に至る 

１０ 

１５ 

１９ 

２０ 

２１ 

６ 

１０ 

４ 

４ 

４ 
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氏　　　　　　名 略　　　　　　　　　歴 

土 川 　 章  

平成　年　月 

平成　年　月 

平成　年　月 

平成　年　月 

 

当社取締役 

当社常務取締役 

当社専務取締役 

当社取締役専務執行役員 

現在に至る 

１２ 

１４ 

１９ 

２０ 

６ 

４ 

４ 

４ 

大 平 哲 也  

平成　年　月 

平成　年　月 

平成　年　月 

平成　年　月 

当社取締役 

当社常務取締役 

当社専務取締役 

当社取締役専務執行役員 

現在に至る 

１１ 

１５ 

１９ 

２０ 

６ 

４ 

４ 

４ 

 

西 内 義 充  

平成　年　月 

平成　年　月 

平成　年　月 

平成　年　月 

当社取締役 

当社常務取締役 

当社取締役常務執行役員 

当社取締役専務執行役員 

現在に至る 

１４ 

１７ 

２０ 

２１ 

 

６ 

７ 

４ 

４ 

 

植 林 信 一  

平成　年　月 

平成　年　月 

平成　年　月 

平成　年　月 

当社取締役 

当社常務取締役 

当社取締役常務執行役員 

当社取締役専務執行役員 

現在に至る 

１５ 

１９ 

２０ 

２１ 

６ 

４ 

４ 

４ 

 

河久保　弘　和 

平成　年　月 

平成　年　月 

平成　年　月 

平成　年　月 

当社取締役 

当社常務取締役 

当社専務取締役 

当社取締役常務執行役員 

現在に至る 

１２ 

１５ 

１６ 

２０ 

６ 

４ 

７ 

４ 
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氏　　　　　　名 略　　　　　　　　　歴 

多 島 　 剛  
平成　年　月 

平成　年　月 

当社取締役 

当社取締役常務執行役員 

現在に至る 

１５ 

２０ 

６ 

４ 

森 　 英 高  
平成　年　月 当社取締役 

現在に至る 

２１ ６ 

北 野 晶 平  
平成　年　月 当社取締役 

現在に至る 

２１ ６ 

藤 澤 一 郎  
平成　年　月 当社取締役 

現在に至る 

２１ ６ 

櫻 木 修 一  
平成　年　月 当社監査役（常勤） 

現在に至る 

２０ ６ 

菅 谷 　 梓  
平成　年　月 当社監査役（常勤） 

現在に至る 

１６ ６ 

安　東　憲二郎 
平成　年　月 当社監査役（常勤） 

現在に至る 

２０ ６ 

内 山 富 雄  
平成　年　月 当社監査役 

現在に至る 

２０ ６ 

以　上 
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